
- 1 - 

平成 18 年 2 月期   中間決算短信（非連結）         
平成 17年 10 月 21日 

会 社 名  株式会社 ゴトー               上場取引所 ＪＡＳＤＡＱ 

コ ー ド 番 号  ９８１７                   本社所在都道府県  静岡県 

（ＵＲＬ  http://www.gms.co.jp/goto） 

代 表 者  役 職 名 代表取締役社長 

        氏 名 後 藤 行 宏 

問い合わせ先  責任者役職名 常務取締役管理本部長兼総合企画部長 

        氏 名 土 橋 文 彦         ＴＥＬ（055）923－5100（代表） 

決算取締役会開催日  平成 17 年 10 月 21 日               中間配当制度の有無    有 

中間配当支払開始日  平成 ― 年 ― 月 ― 日               単元株制度採用の有無  有（１単元 100 株） 

１．17年 8月中間期の業績（平成 17年 3月 1日～平成 17年 8月 31日） 

(1) 経営成績                                                  （注）百万円未満は切り捨てて表示しております。 
 売 上 高 営業利益 経常利益 

    百万円    ％    百万円    ％   百万円   ％ 

17 年 8月中間期 7,500 ( △6.9)  149 （124.8） 270 （30.7） 

16 年 8月中間期 8,052 ( 0.5)   66 （△57.7） 206   （△29.1） 

17 年 2月期 16,153  185  431  

 

 
中 間 (当 期) 純 利 益 

1株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後 1株当 

たり中間(当期)純利益 

 百万円 ％   円 銭   円 銭 

17 年 8月中間期 13 （△93.6） 1 46 ―  ―  

16 年 8月中間期 212 （96.6） 23 07 ―  ―  

17 年 2月期 308  33 51 ―  ―  

(注) ① 持分法投資損益 17 年 8 月中間期 ― 百万円 16 年 8 月中間期 ― 百万円 17 年 2 月期 ― 百万円 

 ② 期中平均株式数 17 年 8 月中間期 9,207,422 株 16 年 8 月中間期 9,207,422 株 17 年 2 月期 9,207,422 株 

 ③ 会計処理の方法の変更   有  

 ④ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率  

(2) 配当状況 

 
1 株当たり 

中間配当金 

1株当たり 

年間配当金 

 円 銭 円   銭 

17 年 8月中間期 00 00 ―  ―  

16 年 8月中間期 00 00 ―  ―  

17 年 2月期 ―  ―  7 50 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

17 年 8月中間期 15,944 10,518 66.0 1,142  44 

16 年 8月中間期 17,365 10,324 59.5 1,121  31 

17 年 2月期 17,036 10,471   61.5 1,137  33 
(注)①期末発行済株式数   17 年 8月中間期  9,207,422 株  16 年 8 月中間期 9,207,422 株  17年 2 月期 9,207,422 株 

②期 末 自 己株 式数 17 年 8月中間期    331 株 16 年 8月中間期      331 株 17 年 2月期      331 株 

 (4) キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

17年 8月中間期 290 301 △1,318 2,317 

16年 8月中間期 ― ― ― ― 

17 年 2月期 ― ― ― ― 

２．18年 2月期の業績予想（平成 17年 3月 1日～平成 18年 2月 28日） 

1株当たり年間配当金 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

期 末  
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭  

通  期 15,258 435 78  7   50 7   50 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）    8 円 56 銭 
＊ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在

における仮定を前提としているため、実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。なお、業績予

想の前提条件その他の関連する事項につきましては、添付資料の 8 ページをご参照下さい。 
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１．企業集団の状況 
 

当社の企業集団は、当社、子会社１社及びその他の関係会社１社で構成されており、主として書

籍、テレビゲーム用品の販売、映像ソフト及び音声ソフトの販売並びに賃貸、また、紳士服、婦人

服及びこれに関連する雑貨等の小売を営んでおります。 
 
１ カルチャー事業 

一般顧客に対し、書籍、テレビゲーム用品の販売、映像ソフト及び音声ソフトの販売並びに賃

貸をしております。 
２ ファッション事業 

一般顧客に対し一般紳士服、カジュアル衣料、レディス衣料及び関連用品の販売をしておりま

す。 
なお、店舗不動産の賃貸事業を行っております子会社株式会社ジーエムエスにつきましては、

当中間会計期間より重要性が低いことを理由に、連結対象範囲及び持分法適用範囲から除外しま

した結果、連結から非連結となりました。 
 
位置付け及び事業系統図は次のとおりであります。 

 

 
 

一   般   顧   客 

商品販売・サービスの提供 

・（株）ゴトー 

（子会社） 
・（株）ジーエムエス 

出資 

その他の関係会社 
（有）ゴトー 
   エンタープライズ 

（ファッション事業） （カルチャー事業） 

出資 

店舗賃貸 
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 ２．経営方針 
 

（１） 経営の基本方針 
 

当社は、お客様のより良い生活実現のため、良い品・良いサービスをより安く提供し、

服飾と生活文化を通じてお客様の満足を実現し、地域社会に貢献することを経営の理念

としております。 
紳士服専門店として創業した当社は、お客様のニーズと社会情勢の変化を先取りして

カルチャー事業の書籍リサイクル販売業態の「ブックオフ」、ビデオ・ＣＤレンタル、Ｃ

Ｄ・テレビゲーム販売業態の「ツタヤ」のフランチャイズ・チェーン店を出店し、メガ・

フランチャイジーとしてカルチャー店舗の大型・複合化を進めてまいりました。今後も

時流に対応し、お客様の声を活かし、お客様に支持されるグットカンパニーを目指すこ

とが当社の基本であります。 
 

（２） 利益配分に関する基本方針 
 

当社の利益配分の方針は、経営の最重要課題の一つとして位置付け、将来の事業展開

及び財務体質の強化を勘案した内部留保と、長期に亘る安定的な経営基盤の確保によっ

て、株主の皆様には安定配当による利益還元を行うことを基本方針としております。 
内部留保金の使途につきましては、長期的展望に立った経営の効率化、シェア獲得競

争に対応するために新規出店、店舗買収、新規事業の開発等に、また、財務体質の強化

に有効に活用してまいります。 
 

(３) 投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 
 
当社は、投資単位の引下げは株主の拡大及び株式の市場での流通性を高めるための有

効な手段と考えております。従いまして、個人投資家の拡大と株式流通の活性化を図る

ため、株式分割などを行うことによる投資単位の引下げに関して、必要に応じて適宜に

見直していくことを検討してまいります。今後も、当社の株式の動向や市場の要請等を

勘案して、慎重に対処したいと考えております。 
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(４) 中長期的な経営戦略と対処すべき課題 

 
当社は、「お客様、従業員に支持される、成長し続ける店舗の構築」を方針として、顧

客満足を追求し、全従業員が共に努力し成長を続ける店舗づくりを目指してまいります。 
カルチャー事業におきましては、地域ドミナント化を進めるために企業買収・店舗買

収を含めた出店を行い、地域内のシェアを高め、小型店の大型化・複合店舗化等により、

地域性、お客様のニーズに合った業容の拡大を図ってまいります。また、DVD レコーダ

ー、デジタル音楽プレーヤー等の普及率の高まり、インターネットによる配信ビジネス

の登場等により、レンタル、販売ともに動向の変化が予測されるため、環境整備、人材

育成、商品力を更に強化し、増収・増益体制の構築に取り組んでまいります。 
ファッション事業におきましては、地域に密着した専門店としての商品構成で差別化

を図り、顧客満足を追求し、またお客様の再来店頻度を向上させるため、商品提案力、

接客サービス力を強化・充実させてまいります。 
また、変化する経営環境の中、内部監査機能を充実させ、リスク管理や法令・社会規

範の遵守などのコンプライアンスの強化を進めてまいります。さらに、キャッシュ・フ

ローを重視し、収益改善により財務体質の強化を図ってまいります。 
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(５) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
 

＜コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方＞ 
当社は、日々変化する経営環境へ迅速かつ的確に対応できる経営体制にあることと、

コンプライアンスを重視した、公正かつ透明性をもって経営を行うことが必要であると

考えております。 
 

＜当社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況＞ 
① 当社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・

ガバナンス体制の実施状況 
 

当社のコーポレート・ガバナンス体制の関係図は以下のとおりであります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

監
査 内部監査室 総合企画部 

各事業本部 
事業本部・管理本部・店舗グループ 

顧
問
弁
護
士
・
税
理
士 

会 

計 

監 

査 

人 

株 主 総 会 

監査役会 
社外監査役 

取締役会 
取締役 

 


